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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数枚の電磁鋼板を積層した円筒形状の回転子鉄心と、
　前記回転子鉄心の一端部に積層される第１端板および第１バランスウェイトと、
　前記回転子鉄心の前記一端部とは反対側の他端部に積層される第２端板および第２バラ
ンスウェイトと、
　前記一端部側に配設されるヘッドを有し、前記回転子鉄心、前記第１端板、前記第２端
板および前記第１バランスウェイトを一体に締結する第１カシメピンと、
　前記一端部側に配設されるヘッドを有し、前記回転子鉄心、前記第１端板、前記第２端
板および前記第２バランスウェイトを一体に締結する第２カシメピンと、
を備えたモータロータにおいて、
　前記第１カシメピンのヘッド側に配設される前記第１バランスウェイトの材料を前記第
１カシメピンの材料よりも硬い材料とし、
　前記第２カシメピンのカシメ部側に配設される前記第２バランスウェイトの材料を前記
第２カシメピンの材料よりも柔らかい材料としたことを特徴とするモータロータ。
【請求項２】
　前記第１カシメピン及び前記第２カシメピンを鉄系材、前記第１カシメピンのヘッド側
に配設される前記第１バランスウェイトをステンレス材、前記第２カシメピンのカシメ部
側に配設される前記第２バランスウェイトを黄銅材としたことを特徴とする請求項１に記
載のモータロータ。
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【請求項３】
　モータロータと、モータステータとからなり、前記モータロータが請求項１又は２に記
載のモータロータとされていることを特徴とするモータ。
【請求項４】
　圧縮機構と、駆動軸を介して前記圧縮機構を駆動するモータとを備え、そのモータが請
求項３に記載のモータとされていることを特徴とする電動圧縮機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数枚の電磁鋼板を円筒形状に積層し、それをカシメピンにより一体に締結
したモータロータおよびそれを用いたモータ並びに電動圧縮機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電動圧縮機に用いられているモータのロータ（回転子）は、複数枚の電磁鋼板を円筒形
状に積層して回転子鉄心を構成し、その内部に磁石を埋め込むとともに、その両端部に端
板を積層し、更にその両端面にバランスウェイトを積層し、それらを一方向から挿入した
複数本のヘッド付きカシメピンにより一体に締結した構成とされている（例えば、特許文
献１，２参照）。
【０００３】
　このようなモータロータにおいて、一般にカシメピンとして鉄系材、端板として磁束の
漏洩を防止すべく、黄銅材、亜鉛材、ステンレス材等が使用され、更にバランスウェイト
として、高比重金属である黄銅材、亜鉛材、ステンレス材等が使用されている。また、バ
ランスウェイトを含む複数枚の電磁鋼板および端板の一体締結には、特許文献３に示すよ
うにボルトを用いているものもあるが、特許文献１，２に示すように、カシメピンによっ
て端板および／またはバランスウェイトを同時に一体締結するのが経済的とされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０００－１１６０８０号公報
【特許文献２】特開２０１３－９６２７２号公報
【特許文献３】特開２００７－１９８３３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記構成のモータロータにあっては、カシメピンとして主に鉄系材が用いられ、バラン
スウェイトおよび端板として機能上から黄銅材が使用されることが多いが、モータロータ
に過大な荷重がかかるような加振条件下での過負荷運転を想定し、本件発明者らが加振試
験（Ｘ，Ｙ，Ｚ軸方向の加振試験）を行ったところ、カシメピンのヘッド側に積層配設さ
れているバランスウェイトの座面が、カシメピンヘッドとの接触によるヘタリによって陥
没し、締結強度が低下してガタツキが発生し、破損に至るおそれがあることが判明した。
【０００６】
　このような課題は、モータロータの両端部に対してバランスウェイトを積層配設してお
らず、カシメピンよりも柔らかい黄銅材等の端板だけが積層配設しているモータロータに
おいても、同様に内在していると考えられ、かかる構成のモータロータを適用したモータ
およびそのモータを備えた電動圧縮機等において、その対応策が望まれている。
【０００７】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであって、カシメピンによる一体締結
構造を変更することなく、モータロータの過大な加振力に対する耐力を高め、簡易に締結
強度の低下を防止できるモータロータおよびそれを用いたモータ並びに電動圧縮機を提供
することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記した課題を解決するために、本発明のモータロータおよびそれを用いたモータ並び
に電動圧縮機は、以下の手段を採用する。
　すなわち、本発明にかかるモータロータは、複数枚の電磁鋼板を積層した円筒形状の回
転子鉄心と、前記回転子鉄心の一端部に積層される第１端板および第１バランスウェイト
と、前記回転子鉄心の前記一端部とは反対側の他端部に積層される第２端板および第２バ
ランスウェイトと、前記一端部側に配設されるヘッドを有し、前記回転子鉄心、前記第１
端板、前記第２端板および前記第１バランスウェイトを一体に締結する第１カシメピンと
、前記一端部側に配設されるヘッドを有し、前記回転子鉄心、前記第１端板、前記第２端
板および前記第２バランスウェイトを一体に締結する第２カシメピンと、を備えたモータ
ロータにおいて、前記第１カシメピンのヘッド側に配設される前記第１バランスウェイト
の材料を前記第１カシメピンの材料よりも硬い材料とし、前記第２カシメピンのカシメ部
側に配設される前記第２バランスウェイトの材料を前記第２カシメピンの材料よりも柔ら
かい材料としたことを特徴とする。
【０００９】
　本発明によれば、複数枚の電磁鋼板を積層した回転子鉄心の両端部に端板およびバラン
スウェイトを積層し、それらを一方向から挿入された複数本のヘッド付きカシメピンによ
り一体に締結したモータロータにあって、カシメピンのヘッド側に配設されるバランスウ
ェイトの材料をカシメピンの材料よりも硬い材料とし、カシメピンのカシメ部側に配設さ
れるバランスウェイトの材料をカシメピンの材料よりも柔らかい材料としているため、モ
ータロータに過大な荷重がかかるような加振条件下においても、カシメピンのヘッド側に
積層配設されているバランスウェイトの座面が、カシメピンよりも硬い材料とされている
ことから、カシメピンヘッドとの接触によりヘタって陥没することがなく、締結強度を維
持することができる一方、カシメピンのカシメ部側に積層配設されているバランスウェイ
トに対しては、カシメピンよりも柔らかい材料とされていることから、カシメピンのカシ
メ片をバランスウェイトに食い込むように強固にカシメ止めし、締結強度を向上すること
ができる。従って、カシメピンによるバランスウェイトの締結強度を高め、過大な加振力
に対する耐力を向上することにより、バランスウェイトの締結強度が低下し、ガタツキが
発生して破損に至るリスクを低減でき、モータを高品質化し、その信頼性を確保すること
ができる。
【００１０】
　さらに、本発明のモータロータは、上記のモータロータにおいて、前記第１カシメピン
及び前記第２カシメピンを鉄系材、前記第１カシメピンのヘッド側に配設される前記第１
バランスウェイトをステンレス材、前記第２カシメピンのカシメ部側に配設される前記第
２バランスウェイトを黄銅材としたことを特徴とする。
【００１１】
　本発明によれば、カシメピンを鉄系材、カシメピンのヘッド側に配設されるバランスウ
ェイトをステンレス材、カシメピンのカシメ部側に配設されるバランスウェイトを黄銅材
としているため、従来からカシメピン材およびバランスウェイト材として知られていた材
料の中から、適切な材料を選択し、それを適切に組み合わせるだけで、簡易にバランスウ
ェイトの締結強度を向上することができる。従って、カシメピンによる締結構造を一切変
更することなく、適切な材料の選択のみにより簡易にかつ低コストでモータロータにかか
る加振力に対する耐力を向上し、信頼性を高めることができる。
【００１２】
　さらに、本発明の参考例にかかるモータロータは、複数枚の電磁鋼板を積層した円筒形
状の回転子鉄心と、前記回転子鉄心の両端部に積層される端板と、一方向から挿入され、
前記回転子鉄心および前記端板を一体に締結する複数本のヘッド付きカシメピンと、を備
えたモータロータにおいて、前記カシメピンのヘッド側に配設される前記端板の材料を前
記カシメピンの材料よりも硬い材料とし、前記カシメピンのカシメ部側に配設される前記
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端板の材料を前記カシメピンの材料よりも柔らかい材料としたことを特徴とする。
【００１３】
　本参考例によれば、複数枚の電磁鋼板を積層した回転子鉄心の両端部に端板を積層し、
それらを一方向から挿入された複数本のヘッド付きカシメピンにより一体に締結したモー
タロータにあって、カシメピンのヘッド側に配設される端板の材料をカシメピンの材料よ
りも硬い材料とし、カシメピンのカシメ部側に配設される端板の材料をカシメピンの材料
よりも柔らかい材料としているため、モータロータに過大な荷重がかかるような加振条件
下においても、磁束漏洩を防止すべく選択した、カシメピンのヘッド側に積層配設されて
いる端板の座面が、カシメピンよりも硬い材料とされていることから、カシメピンヘッド
との接触によりヘタって陥没することがなく、締結強度を維持することができる一方、カ
シメピンのカシメ部側に積層配設されている端板に対しては、カシメピンよりも柔らかい
材料とされていることから、カシメピンのカシメ片を端板に食い込むようにしっかりとカ
シメ止めし、締結強度を向上することができる。従って、カシメピンによる端板の締結強
度を高め、過大な加振力に対する耐力を向上することにより、端板の締結強度が低下し、
ガタツキが発生して破損に至るリスクを低減でき、モータを高品質化し、その信頼性を確
保することができる。
【００１４】
　さらに、本参考例のモータロータは、上記のモータロータにおいて、前記カシメピンを
鉄系材、前記カシメピンのヘッド側に配設される前記端板をステンレス材、前記カシメピ
ンのカシメ部側に配設される前記端板を黄銅材、亜鉛材またはアルミ系材のいずれかとし
たことを特徴とする。
【００１５】
　本参考例によれば、カシメピンを鉄系材、カシメピンのヘッド側に配設される端板をス
テンレス材、カシメピンのカシメ部側に配設される端板を黄銅材、亜鉛材またはアルミ系
材のいずれかとしているため、従来からカシメピン材および端板材として知られていた材
料の中から、適切な材料を選択し、それを適切に組み合わせるだけで、簡易に端板の締結
強度を向上することができる。従って、カシメピンによる締結構造を変更することなく、
適切な材料の選択のみにより簡易にかつ低コストでモータロータにかかる加振力に対する
耐力を向上し、信頼性を高めることができる。
【００１６】
　さらに、本発明にかかるモータは、モータロータと、モータステータとからなり、前記
モータロータが上述のいずれかのモータロータとされていることを特徴とする。
【００１７】
　本発明のモータによれば、そのモータロータが、上述のいずれかのモータロータとされ
ているため、モータロータの両端部に積層され、カシメピンを介して一体に締結されてい
る端板および／またはバランスウェイトの締結強度を向上することができ、従って、モー
タロータに過大な荷重がかかるような加振条件下でも、その加振力に対する耐力を高める
ことにより、端板および／またはバランスウェイトの締結強度が低下し、ガタツキが発生
して破損に至るリスクを低減でき、モータを高品質化し、その信頼性を確保することがで
きる。
【００１８】
　さらに、本発明にかかる電動圧縮機は、圧縮機構と、駆動軸を介して前記圧縮機構を駆
動するモータとを備え、そのモータが上記のモータとされていることを特徴とする。
【００１９】
　本発明の電動圧縮機によれば、駆動軸を介して圧縮機構を駆動するモータが、上述のモ
ータとされているため、圧縮機構を駆動するモータのロータに過大な荷重がかかるような
加振条件下でも、その加振力に対する耐力を高め、端板および／またはバランスウェイト
の締結強度が低下し、ガタツキが発生して破損に至るリスクを低減することができる。従
って、電動圧縮機の過負荷運転時の耐振性能を一段と向上し、その信頼性を高めることが
できる。
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【発明の効果】
【００２０】
　本発明のモータロータによると、モータロータに過大な荷重がかかるような加振条件下
においても、カシメピンのヘッド側に積層配設されているバランスウェイトの座面が、カ
シメピンよりも硬い材料とされていることから、カシメピンヘッドとの接触によりヘタっ
て陥没することがなく、締結強度を維持することができる一方、カシメピンのカシメ部側
に積層配設されているバランスウェイトに対しては、カシメピンよりも柔らかい材料とさ
れていることから、カシメピンのカシメ片をバランスウェイトに食い込むように強固にカ
シメ止めし、締結強度を向上することができるため、カシメピンによるバランスウェイト
の締結強度を高め、過大な加振力に対する耐力を向上することにより、バランスウェイト
の締結強度が低下し、ガタツキが発生して破損に至るリスクを低減でき、モータを高品質
化し、その信頼性を確保することができる。
【００２１】
　本発明のモータによると、モータロータの両端部に積層され、カシメピンを介して一体
に締結されている端板および／またはバランスウェイトの締結強度を向上することができ
るため、モータロータに過大な荷重がかかるような加振条件下でも、その加振力に対する
耐力を高めることにより、端板および／またはバランスウェイトの締結強度が低下し、ガ
タツキが発生して破損に至るリスクを低減でき、モータを高品質化し、その信頼性を確保
することができる。
【００２２】
　本発明の電動圧縮機によると、圧縮機構を駆動するモータのロータに過大な荷重がかか
るような加振条件下でも、その加振力に対する耐力を高め、端板および／またはバランス
ウェイトの締結強度が低下し、ガタツキが発生して破損に至るリスクを低減することがで
きるため、電動圧縮機の過負荷運転時の耐振性能を一段と向上し、その信頼性を高めるこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の第１実施形態に係る電動圧縮機の断面図である。
【図２】上記電動圧縮機におけるモータロータの断面図（Ａ）と、その左・右側面図（Ｂ
），（Ｃ）およびバランスウェイトの側面図（Ｄ）である。
【図３】本発明の参考実施形態に係るモータロータの断面図（Ａ）と、その左・右側面図
（Ｂ），（Ｃ）である。
【図４】上記モータロータを締結するカシメピンの加締め動作の説明図（Ａ）および（Ｂ
）である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下に、本発明にかかる実施形態について、図面を参照して説明する。
［第１実施形態］
　以下、本発明の第１実施形態について、図１、図２および図４を用いて説明する。
　図１には、本発明の第１実施形態に係る電動圧縮機の断面図が示され、図２には、その
モータロータの断面図（Ａ）と、左・右側面図（Ｂ），（Ｃ）およびバランスウェイトの
側面図（Ｄ）が示されている。
　ここでの電動圧縮機１は、電動圧縮機１のハウジング２にモータ１７を駆動するインバ
ータ２５が一体に組み込まれているインバータ一体型電動圧縮機１とされているが、本発
明は、インバータ２５を備えていない、あるいはインバータ２５が別に設置とされている
電動圧縮機１にも同様に適用できることはもちろんである。
【００２５】
　インバータ一体型とされた電動圧縮機１は、円筒状のハウジング２を備え、その一端部
側は圧縮機側エンドハウジング３により密閉され、他端部側はモータ側エンドハウジング
４によって密閉されている。円筒状のハウジング２の一端部側には、一対の固定スクロー
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ル５および旋回スクロール６からなる公知のスクロール圧縮機構（圧縮機構）７が組み込
まれており、この圧縮機構７により圧縮された高圧冷媒ガスは、吐出ポート８および吐出
弁９を介して吐出チャンバー１０内に吐出され、そこから外部へと吐出されるようになっ
ている。
【００２６】
　また、スクロール圧縮機構７を構成する固定スクロール５は、圧縮機側エンドハウジン
グ３にボルト１１で固定され、旋回スクロール６は、スラスト軸受１２にオルダムリンク
１３等の自転阻止手段を介して旋回可能に支持されている。この一対の固定スクロール５
および旋回スクロール６を公知の如く噛み合わせることにより圧縮室１４を形成し、その
圧縮室１４を旋回スクロール６の公転旋回駆動によって外周側から中心側へと容積を減少
させながら移動させることにより、圧縮動作を行わせる構成とされている。
【００２７】
　円筒状のハウジング２の他端部側には、モータステータ（固定子）１５と、モータロー
タ（回転子）１６とからなるモータ１７が組み込まれており、そのモータ１７のモータロ
ータ１６に駆動軸１８が一体に結合されている。駆動軸１８は、ハウジング２内の中央部
付近に設置された軸受２０と、モータ側エンドハウジング４の内面に設けられた軸受２１
とにより回転自在に支持され、その一端に設けられたクランクピン１９が、ドライブブッ
シュ２２および旋回軸受２３を介して旋回スクロール６と連結されることによって、旋回
スクロール６、すなわちスクロール圧縮機構７が駆動可能とされている。
【００２８】
　一方、モータ側エンドハウジング４の外面側には、インバータ収容部２４が一体成形さ
れており、その内部にモータ１７を駆動するインバータ２５が収容設置されている。この
インバータ２５は、外部のバッテリ等から給電される直流電力を所要周波数の三相交流電
力に変換し、モータ側エンドハウジング４を貫通するハーメチック端子（図示省略）を介
してモータ１７に印加することにより、モータ１７を駆動するものである。
【００２９】
　インバータ２５は、例えば、電力用半導体スイッチング素子であるＩＧＢＴ等の複数個
のパワートランジスタで構成されるスイッチング回路が実装されたパワー基板と、外部か
ら入力される制御信号に基づいて、スイッチング回路、その他を制御するＣＰＵ等の低電
圧で動作する素子で構成される制御通信回路が実装された制御基板と、ノイズ除去用のフ
ィルタ回路を構成する平滑コンデンサおよびコイル等の電装部品とから構成されるもので
あり、それ自体は公知のもの故、ここでの詳細説明は省略する。
【００３０】
　このインバータ２５を介して駆動されるモータ１７は、上記の如くモータステータ（固
定子）１５と、モータロータ（回転子）１６とから構成されるが、モータステータ（固定
子）１５は、環状に打抜き成形された電磁鋼板を所要枚数積層して構成される固定子鉄心
２６を備え、その内周側に設けられたティース部にコイル巻線（図示省略）が前縁ボビン
２７を介して集中巻きされた構成とされている。
【００３１】
　一方、モータステータ１５の内周に、所定のモータギャップを介して回転自在に設けら
れるモータロータ（回転子）１６は、図２に示されるように、打抜き成形された薄い電磁
鋼板を所要枚数積層して構成される円筒状の回転子鉄心２８を有しており、その中心部に
駆動軸１８を嵌合する貫通孔２９が軸方向に穿設されている。回転子鉄心２８には、その
外周部位に沿って貫通孔２９を取り囲むように、モータ極数に対応した数の磁石埋め込み
用孔が設けられ、それぞれの磁石埋め込み用孔に永久磁石（以下、単に磁石とも云う。）
３０が組み込まれた構成とされている。
【００３２】
　また、複数枚の電磁鋼板を積層した回転子鉄心２８の両端面には、磁石３０の抜けを防
止するとともに、磁束の漏洩を防止するための端板３１，３２が積層されており、更にそ
の外面側には、回転系のバランスをとるためのバランスウェイト３３，３４が積層されて
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いる。これらの回転子鉄心２８、端板３１，３２、バランスウェイト３３，３４は、複数
本（本実施形態では、４本）のヘッド付きカシメピン（リベットとも云われている。）３
５を介して一体に締結されている。
【００３３】
　ヘッド付きカシメピン３５は、一端にヘッド３６が設けられ、他端にカシメ部３７が設
けられたものであり、一方向から回転子鉄心２８、端板３１，３２およびバランスウェイ
ト３３，３４に設けられている貫通穴（図示省略）に挿入し、カシメ部３７を、図４に示
すように、カシメ工具３８で加締めることによって、回転子鉄心２８、端板３１，３２お
よびバランスウェイト３３，３４を強固に一体に締結するものである。
【００３４】
　更に、本実施形態においては、上記の如く、回転子鉄心２８、端板３１，３２およびバ
ランスウェイト３３，３４を、ヘッド付きカシメピン３５を介して一体に締結したモータ
ロータ（回転子）１６が、過負荷運転等によりモータロータ１６に過大な荷重がかかるよ
うな加振条件下で繰り返し運転された場合においても、カシメピン３５によるバランスウ
ェイト３３，３４の締結強度が低下し、ガタツキが発生して破損に至るようなことがない
ように、以下のような構成を採用している。
【００３５】
　上記の如く、バランスウェイト３３，３４に対する締結強度が低下するのは、加振試験
の結果、カシメピン３５のヘッド３６側に積層配設されているバランスウェイト３３の座
面が、カシメピン３５のヘッド３６との接触によるヘタリによって陥没し、締結強度が低
下してガタツキが発生することによるものであることが判明した。その原因は、バランス
ウェイト３３，３４として高比重金属である黄銅材が用いられており、該黄銅材が主に鉄
系材が用いられているカシメピン３５に対して、材質的に硬度が低いことによるものと考
えられる。
【００３６】
　そこで、本実施形態では、カシメピン３５のヘッド３６側に配設されるバランスウェイ
ト３３の材料をカシメピン３５の材料よりも硬い材料とし、カシメピン３５のカシメ部３
７側に配設されるバランスウェイト３４の材料をカシメピン３５の材料よりも柔らかい材
料とすることによって、カシメピン３５のヘッド３６側では、過大荷重が負荷されたとし
ても、バランスウェイト３３の座面がヘタリにより陥没しないようにするとともに、カシ
メピン３５のカシメ部３７側では、カシメピン３５のカシメ片を柔らかい材料のバランス
ウェイト３４に食い込ませる（図４（Ｂ）参照）ようにカシメ止めすることで、カシメピ
ン３５による締結強度が低下しないようにしている。
【００３７】
　つまり、一般に、カシメピン３５として、例えば冷間圧造用炭素鋼（ＪＩＳ・Ｇ・３５
０７－２）等の鉄系材、端板３１，３２として、磁束の漏洩を防止すべく、黄銅材、亜鉛
材、ステンレス材等が使用され、更にバランスウェイト３３，３４として、高比重金属で
ある黄銅材、亜鉛材、ステンレス材等が使用されている中において、本実施形態では、カ
シメピン３５を鉄系材、カシメピン３５のヘッド３６側に配設されるバランスウェイト３
３をステンレス材、カシメピン３５のカシメ部３７側に配設されるバランスウェイト３４
を黄銅材とし、カシメピン３５およびバランスウェイト３３，３４を構成する材料の硬度
が上記条件を満たすようにしている。
【００３８】
　以上に説明の構成により、本実施形態によれば、以下の作用効果を奏する。
　上記電動圧縮機１において、外部電源から供給された直流電力をインバータ２５により
所要周波数の三相交流電力に変換し、その三相交流電力をモータ１７に印加することによ
って、モータ１７が回転駆動され、スクロール圧縮機構７が駆動される。モータ１７およ
びスクロール圧縮機構７の駆動により、冷凍サイクル側から低圧冷媒ガスがハウジング２
内に吸い込まれ、その低圧冷媒ガスがハウジング２の内面側に沿って、スクロール圧縮機
構７側へと流通され、スクロール圧縮機構７に吸入されることにより高温高圧のガスに圧
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縮される。この高圧ガスは吐出チャンバー１０を経て外部へと吐出される。
【００３９】
　この間、モータ１７には、インバータ２５を介して負荷に見合った周波数の電力が印加
され、高負荷運転時には、モータロータ１６に対しても過大な荷重がかかり、大きな加振
力が作用することになる。しかるに、本実施形態においては、複数枚の電磁鋼板を積層し
た回転子鉄心２８、端板３１，３２およびバランスウェイト３３，３４を一方向から挿入
された複数本のヘッド付きカシメピン３５により一体に締結しているモータロータ１６に
あって、カシメピン３５のヘッド３６側に配設されるバランスウェイト３３の材料をカシ
メピン３５の材料よりも硬い材料とし、カシメピン３５のカシメ部３７側に配設されるバ
ランスウェイト３４の材料をカシメピン３５の材料よりも柔らかい材料としている。
【００４０】
　このため、モータロータ１６に過大な荷重がかかるような加振条件下でも、カシメピン
３５のヘッド３６側に積層配設されているバランスウェイト３３の座面が、カシメピン３
５よりも硬い材料とされていることから、カシメピンヘッド３６との接触によりヘタって
陥没することがなく、締結強度を維持することができる一方、カシメピン３５のカシメ部
３７側に積層配設されているバランスウェイト３４に対しては、カシメピン３５よりも柔
らかい材料とされていることから、カシメピン３５のカシメ片をバランスウェイト３４に
食い込むように強固にカシメ止めし、締結強度を向上することができる。
【００４１】
　従って、カシメピン３５の加締めを容易化することができるとともに、カシメピン３５
によるバランスウェイト３３，３４の締結強度を高め、過大な加振力に対する耐力を向上
することができ、バランスウェイト３３，３４の締結強度が低下し、ガタツキが発生して
破損に至るリスクを低減することにより、モータ１７を高品質化し、信頼性を確保するこ
とができる。
【００４２】
　具体的には、カシメピン３５を鉄系材、カシメピン３５のヘッド３６側に配設されるバ
ランスウェイト３３をステンレス材、カシメピン３５のカシメ部３７側に配設されるバラ
ンスウェイト３４を黄銅材とし、従来からカシメピン３５用の材料あるいはバランスウェ
イト３３，３４用の材料として知られていたものの中から、適切な材料を選択し、それを
適切に組み合わせただけで、簡易にバランスウェイト３３，３４の締結強度を向上するこ
とができる。
【００４３】
　従って、カシメピン３５による締結構造を一切変更することなく、カシメピン３５およ
びバランスウェイト３３，３４を構成する材料の適切な選択のみにより、簡易にかつ低コ
ストでモータロータ１６にかかる加振力に対する耐力を向上し、モータ１７の信頼性を高
めることができる。
【００４４】
　また、本実施形態に係るモータ１７は、そのモータロータ１６が、上記構成のモータロ
ータ１６とされているため、モータロータ１６の両端部に積層され、カシメピン３５によ
り一体に締結されるバランスウェイト３３，３４の締結強度を向上することができる。従
って、モータロータ１６に過大な荷重がかかるような加振条件下でも、その加振力に対す
る耐力を高めることにより、バランスウェイト３３，３４の締結強度が低下し、ガタツキ
が発生して破損に至るリスクを低減でき、モータ１７を高品質化し、その信頼性を確保す
ることができる。
【００４５】
　同様に、本実施形態に係る電動圧縮機１は、駆動軸１８を介して圧縮機構７を駆動する
モータ１７が、上記構成のモータ１７とされているため、圧縮機構７を駆動するモータ１
７のロータ１６に過大な荷重がかかるような加振条件下でも、その加振力に対する耐力を
高め、バランスウェイト３３，３４の締結強度が低下し、ガタツキが発生して破損に至る
リスクを低減することができる。従って、電動圧縮機１の過負荷運転時の耐振性能を一段
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と向上し、その信頼性を高めることができる。
【００４６】
［参考実施形態］
　次に、本発明の参考実施形態について、図３および図４を用いて説明する。
　本実施形態は、上記した第１実施形態に対して、モータロータ１６にバランスウェイト
３３，３４が設けられていない点が異なる。その他の点については、第１実施形態と同様
であるので説明は省略する。
　本実施形態は、モータロータ１６にバランスウェイトが設けられていない場合のもので
あり、この場合、モータロータ１６は、図３に示されるように、複数枚の電磁鋼板を積層
した回転子鉄心２８の両端面に、磁石３０の抜けを防止するとともに、磁束の漏洩を防止
するための端板３１，３２を積層し、その回転子鉄心２８および端板３１，３２をカシメ
ピン３５により一体に締結した構成とされる。
【００４７】
　そして、この形態では、カシメピン３５のヘッド３６側に配設される端板３１の座面が
ヘタって陥没し、カシメピン３５による締結強度が低下するのを防止するため、カシメピ
ン３５のヘッド３６側に配設される端板３１の材料をカシメピン３５の材料よりも硬い材
料とし、カシメピン３５のカシメ部３７側に配設される端板３２の材料をカシメピン３５
の材料よりも柔らかい材料とすることにより、カシメピン３５のヘッド３６側では、過大
荷重が負荷されたとしても、端板３１の座面がヘタリによって陥没しないようにするとと
もに、カシメピン３５のカシメ部３７側では、カシメピン３５のカシメ片を柔らかい材料
の端板３２に食い込ませる（図４（Ｂ）参照）ようにカシメ止めすることで、カシメピン
３５による締結強度が低下しないようにしている。
【００４８】
　通常、カシメピン３５として、冷間圧造用炭素鋼（ＪＩＳ・Ｇ・３５０７－２）等の鉄
系材が使用され、端板３１，３２として、磁束の漏洩を防止すべく、黄銅材、亜鉛材、ス
テンレス材等が使用されているが、ここでは、カシメピン３５を鉄系材、カシメピン３５
のヘッド３６側に配設される端板３１をステンレス材、カシメピン３５のカシメ部３７側
に配設される端板３２を黄銅材、亜鉛材またはアルミ系材のいずれかとし、カシメピン３
５および端板３１，３２を構成する材料の硬度が上記条件を満たすようにしている。
【００４９】
　このように、バランスウェイトを設けない場合、カシメピン３５のヘッド３６側に配設
される端板３１の材料をカシメピン３５の材料よりも硬い材料とし、カシメピン３５のカ
シメ部３７側に配設される端板３２の材料をカシメピン３５の材料よりも柔らかい材料と
することにより、モータロータ１６に過大な荷重がかかる加振条件下においても、磁束漏
洩を防止すべく選択した、カシメピン３５のヘッド３６側に積層配設されている端板３１
の座面が、カシメピン３５よりも硬い材料とされていることから、カシメピンヘッド３６
との接触によりヘタって陥没することがなく、締結強度を維持することができる。
【００５０】
　一方、カシメピン３５のカシメ部３７側に積層配設されている端板３２に対しては、カ
シメピン３５よりも柔らかい材料とされていることから、カシメピン３５のカシメ片を端
板３１に食い込む（図４（Ｂ）参照）ようにしっかりとカシメ止めし、締結強度を向上す
ることができる。
　これによって、カシメピン３５による端板３１，３２の締結強度を高め、過大な加振力
に対する耐力を向上することにより、端板３１，３２の締結強度が低下し、ガタツキが発
生して破損に至るリスクを低減でき、モータ１７を高品質化し、その信頼性を確保するこ
とができる。
【００５１】
　具体的には、カシメピン３５を鉄系材、カシメピン３５のヘッド３６側に配設される端
板３１をステンレス材とし、カシメピン３５のカシメ部３７側に配設される端板３２を黄
銅材、亜鉛材またはアルミ系材のいずれかとすることにより、従来からカシメピン材ある
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いは端板材として知られていた材料の中から、適切な材料を選択し、それを適切に組み合
わせるだけで、簡易に端板３１，３２の締結強度を向上することができる。従って、カシ
メピン３５による締結構造を変更することなく、適切な材料の選択のみにより簡易にかつ
低コストでモータロータ１６にかかる加振力に対する耐力を向上し、信頼性を高めること
ができる。
【００５２】
　また、上記モータロータ１６を適用したモータ１７およびそのモータ１７を内蔵した電
動圧縮機１においても、モータ１７を高品質化し、その信頼性を確保することができると
ともに、電動圧縮機１の過負荷運転時の耐振性能を一段と向上し、その信頼性を高めるこ
とができる。
【００５３】
　なお、本発明は、上記実施形態にかかる発明に限定されるものではなく、その要旨を逸
脱しない範囲において、適宜変形が可能である。例えば、上記実施形態においては、カシ
メピン３５、端板３１，３２およびバランスウェイト３３，３４の具体的材料を幾つか列
挙しているが、その材料のみに限定されるこのではなく、請求項により特定した硬度に関
する要件を満たすものであれば、列挙した以外の材料であってもよい。
【００５４】
　また、端板３１，３２やバランスウェイト３３，３４の形状や大きさ等は、各々の機能
を満たすものであれば、特に制限されるものではない。更に、圧縮機構については、スク
ロール圧縮機構７とした例について説明したが、これに限定されるものではなく、如何な
る圧縮機構であってもよい。同様に、インバータ収容部２５については、モータ側エンド
ハウジング４に設けた例について説明したが、圧縮機側エンドハウジング３や円筒状ハウ
ジング２の外周に設けてもよいことは勿論である。
【符号の説明】
【００５５】
１　電動圧縮機
７　スクロール圧縮機構（圧縮機構）
１５　モータステータ（固定子）
１６　モータロータ（回転子）
１７　モータ
１８　駆動軸
２８　回転子鉄心
３１，３２　端板
３３，３４　バランスウェイト
３５　カシメピン（リベット）
３６　ヘッド
３７　カシメ部
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